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議 員 提 出 議 案

　
6
月
定
例
会
で
は
、
6
月
12
日
か
ら
17
日
ま
で
の
4
日
間
に
わ
た
り
、
14
人
に
よ
る

個
人
質
問
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

質

般

一

問

	

長
崎
外
環
状
線
の
整
備
促
進
に
向
け
、

国
や
県
へ
積
極
的
に
働
き
か
け
を
行
っ
て
い

く
と
の
こ
と
で
あ
っ
た
が
、
市
の
要
望
に
対

す
る
国
や
県
の
考
え
方
を
伺
い
た
い
。

	

県
は
、
交
通
渋
滞
の
緩
和
や
所
要
時
間

の
短
縮
等
の
効
果
を
確
認
し
、
整
備
の
必
要

性
は
十
分
認
識
し
て
い
る
が
、
多
額
の
整
備

費
用
を
要
す
る
こ
と
か
ら
、
コ
ス
ト
縮
減
を

図
る
た
め
、
整
備
手
法
の
検
討
を
行
い
た
い

と
の
こ
と
で
あ
っ
た
。
ま
た
、
本
市
に
対
し
、

「
一
定
の
負
担
が
で
き
な
い
か
」
と
い
う
相

談
も
あ
っ
て
い
る
。
長
崎
外
環
状
線
が
も
た

ら
す
効
果
は
、
渋
滞
緩
和
や
防
災
対
策
の
み

な
ら
ず
、
造
船
業
を
初
め
と
す
る
産
業
の
活

性
化
等
に
大
き
く
貢
献
す
る
も
の
と
考
え
て

お
り
、
今
後
も
具
体
的
な
ル
ー
ト
の
検
討
も

含
め
、
県
と
十
分
協
議
し
た
い
。
ま
た
、
早

期
整
備
に
向
け
て
、
長
崎
外
環
状
線
道
路
建

設
促
進
協
議
会
を
中
心
に
、
地
元
の
皆
様
方

と
と
も
に
国
や
県
へ
働
き
か
け
た
い
。

	

国
の
実
践
型
地
域
雇
用
創
造
事
業
と
し

て
「
長
崎
の
食
と
観
光
を
活
か
し
た
雇
用
の

創
造
」
が
採
択
さ
れ
、
平
成
27
年
ま
で
の
3

年
間
で
4
6
3
人
の
雇
用
創
出
を
目
指
す
こ

と
と
し
て
い
る
が
、
本
事
業
の
取
り
組
み
の

特
徴
に
つ
い
て
伺
い
た
い
。

	

本
市
、
長

与
町
及
び
時
津

町
で
つ
く
る
長

崎
地
域
雇
用
創

造
協
議
会
で
は
、

本
事
業
を
国
か

ら
3
年
間
受
託

し
、
創
意
工
夫

を
凝
ら
し
た
雇

用
の
創
造
に
取

問答

問答

市
民
ク
ラ
ブ

長
崎
外
環
状
線
整
備
促
進
に
向
け
た

�

取
り
組
み
状
況

実
践
型
地
域
雇
用
創
造
事
業
の

�

具
体
的
取
り
組
み

☞個人質問…長崎市議会では、会派持ち時間の範囲内で、事前に質問通告した議員が一般質問を行っています。

　義務教育は憲法の「教育の機会均等」と「義務教育無償
の原則」に基づいて、子どもたち一人ひとりに国民として
必要な基礎的資質を培い、日本の未来を担う子どもたちを
心豊かに育てる使命を負っています。豊かな教育の保障は
国の社会基盤形成の根幹であり、義務教育の全国水準の維
持向上や機会均等の確保は国の責務でもあります。
　義務教育費国庫負担制度は、教育の機会均等及び義務教
育費無償の原則として、全国のどこで学んでも子どもたち
が等しく教育を受けることができるようにするとともに、
自治体間における教育水準に格差を生じさせないようにす
るため制定されたものです。
　しかし、教育予算について、GDPに占める教育費の割
合は、OECD加盟国（データのある31カ国）の中で日本は
最下位となっています。また、三位一体改革により、義務
教育費国庫負担制度の負担割合は 2分の 1から 3分の 1
に引き下げられ、自治体財政を圧迫するとともに、非正規
雇用者の増大などにみられるように教育条件格差も生じて
います。
　将来を担い、社会の基盤づくりにつながる子どもたちへ
の教育は極めて重要です。子どもや若者の学びを切れめな
く支援し、人材育成・創出から雇用・就業の拡大につなげ
る必要があります。
　よって、国におかれては、義務教育費の負担率を 2分の
1に復元することを含め、義務教育費国庫負担制度を堅持
されるよう強く要望します。

意見書

条　例

　今回の地方交付税削減に基づく地方公務員の人件費
削減は、東日本大震災への対処を受けた措置とはいえ、
地方固有の財源である地方交付税を地方公務員の給与
引き下げの要請手段として用いており、憲法が定めた
地方自治制度の根幹を揺るがしかねない異例の事態で
あり、決してあってはならないことと深く憂慮してい
る。
　しかしながら、地方交付税の削減が住民サービスの
低下を招いてはならないことから、市職員や市長等特
別職についても、給与等の減額措置が取られることと
なった。
　本市議会は、既に議員定数を削減するなど、議会改
革を通して経費削減について自ら積極的に取り組んで
きているが、平成25年度に限り、議員報酬の減額を行
うこととした。
　・期間　平成25年7 月1 日～平成26年3 月31日
　・一月当たりの減額金額
　　　議長：4万円、副議長：3万円、議員：2万円

未来を担う子どもたちの教育を守る義務教育費国庫負担制度
の堅持を求める意見書の内容

平成25年度における議員報酬の臨時特例に関する条例
（提案理由及び概要）

　 6 月定例会において議員提出議案の条例 1 件及び意見
書 1 件を可決し、意見書については、関係行政庁及び国会
に提出しました。

▲水揚げ魚種日本一と言われる多種多様な魚


